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回次
第８期

第３四半期累計期間
第７期

会計期間
自　2021年11月１日
至　2022年７月31日

自　2020年11月１日
至　2021年10月31日

売上高 （千円） 479,877 442,880

経常損失（△） （千円） △28,811 △181,357

四半期（当期）純損失（△） （千円） △36,915 △184,914

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － －

資本金 （千円） 171,119 10,000

発行済株式総数 （株）

普通株式 3,580,053 500,000

Ａ種優先株式 － 89,000

Ｂ種優先株式 － 125,000

Ｃ種優先株式 － 270,000

Ｄ種優先株式 － 118,431

Ｅ種優先株式 － －

Ｆ種優先株式 － －

純資産額 （千円） 361,776 76,065

総資産額 （千円） 636,288 346,715

１株当たり四半期（当期）純損失

（△）
（円） △10.51 △55.91

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） － －

１株当たり配当額 （円） － －

自己資本比率 （％） 56.6 21.6

回次
第８期

第３四半期会計期間

会計期間
自　2022年５月１日
至　2022年７月31日

１株当たり四半期純損失（△） （円） △1.53

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第１四半期会計期間の期首か

ら適用しており、当第３四半期累計期間及び当第３四半期会計期間に係る主要な経営指標等については、当

該会計基準等を適用した後の指標等となっております。

３．持分法を適用した場合の投資利益は、関連会社が存在しないため記載しておりません。
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４．2022年７月21日付で、Ａ種優先株主、Ｂ種優先株主、Ｃ種優先株主、Ｄ種優先株主、Ｅ種優先株主及びＦ種

優先株主の株式取得請求権の行使を受けたことにより、全ての優先株式を自己株式として取得し、当該優先

株式１株につき普通株式１株を交付しております。また、当社が取得したＡ種優先株式、Ｂ種優先株式、Ｃ

種優先株式、Ｄ種優先株式、Ｅ種優先株式及びＦ種優先株式ついて、2022年７月21日開催の取締役会決議に

より、2022年７月21日付で会社法第178条に基づきすべて消却しております。なお、2022年７月29日開催の

臨時株主総会において、種類株式を発行する旨の定款の定めを廃止しております。

５．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上

場であるため期中平均株価が把握できませんので、また、１株当たり四半期（当期）純損失であるため記載

しておりません。

６．当社は、2022年７月30日付で普通株式１株につき３株の株式分割を行っておりますが、第７期の期首に当該

株式分割が行われたと仮定し、１株当たり四半期（当期）純損失を算定しております。

７．当社は、第７期第３四半期累計期間については四半期財務諸表を作成していないため、第７期第３四半期累

計期間に係る主要な経営指標等の推移については記載しておりません。

８．１株当たり配当額については、配当を実施していないため、記載しておりません。

２【事業の内容】

当第３四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、新規上場申請のための有価証券報告書

(Ⅰの部)に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

なお、新型コロナウイルス感染症に関しては、感染状況の推移が社会経済に与える影響等により、当社の財政状

態、経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において判断したものであります。なお、当社は、前第

３四半期累計期間については四半期財務諸表を作成していないため、前年同四半期累計期間との比較分析は行ってお

りません。

(1) 財政状態の状況

（資産）

当第３四半期会計期間末における資産については、総資産が636,288千円となり、前事業年度末と比較し289,572

千円の増加となりました。

流動資産の残高は、前事業年度末に比べ287,652千円増加し、587,067千円となりました。主な増減内訳は、運転

資金確保のための新株発行及び新株予約権の行使に伴い現金及び預金が272,478千円、「Comiru」の拡大に努めた結

果、売上が増加し売掛金が17,512千円増加したことによるものであります。

固定資産の残高は、前事業年度末に比べ1,920千円増加し、49,220千円となりました。主な増減内訳は、投資そ

の他の資産が2,790千円増加したことによるものであります。

（負債）

当第３四半期会計期間末における負債については、274,511千円となり、前事業年度末と比較し3,861千円の増加

となりました。

流動負債の残高は、前事業年度末に比べ14,020千円増加し、120,159千円となりました。主な増減内訳は、課税

所得の発生により未払法人税等が12,932千円増加したことによるものであります。

固定負債の残高は、前事業年度末に比べ10,159千円減少し、154,352千円となりました。主な増減内訳は、長期

借入金の返済により9,576千円減少したことによるものであります。

（純資産）

当第３四半期会計期間末における純資産の残高は、前事業年度末に比べ285,711千円増加し、361,776千円となり

ました。その主な内訳は、新株発行及び新株予約権の行使に伴い資本金が161,119千円、資本準備金が161,119千円

増加した一方で、繰越利益剰余金が36,915千円減少したことによるものであります。

(2) 経営成績の状況

当第３四半期累計期間におけるわが国の経済は、新型コロナウイルス感染症の再拡大に加え、原材料価格の高騰

やサプライチェーンの混乱、ロシアによるウクライナ侵攻等、景気の先行きについては依然として不透明な状況が

続いています。

教育業界においては、従来から問題視されていた教育現場の労働生産性の改善意識も高まっています。特に2020

年からの新型コロナウイルス感染症による休講をきっかけとして、コミュニケーションツールやオンライン授業シ

ステムへの関心が高まり、教育現場のデジタルトランスフォーメーションへの関心や注目が続いております。

このような環境のもと当社は、「『教える』をなめらかに」をミッションに掲げ、学習塾業界のアナログ業務を

効率化するコミュニケーションツール「Comiru」の開発・運用に注力しております。

今後も、更なるユーザー獲得及び顧客満足度向上のため、既存機能の改善及び新機能の充実を図り、ユーザーの

ニーズに答えられるよう機能強化を行っていく予定です。

なお、事業拡大に向けた開発人員の増強、社内体制強化等において、積極的に取り組んでおります。

これらの結果として、当第３四半期累計期間における売上高は、「Comiru」の売上が増加したことにより

479,877千円、売上総利益は、売上高の増加及び開発部門における開発活動の効率化の取り組みにより343,079千円

となりました。一方で、WEB広告を中心としたオンラインマーケティングの拡充による広告宣伝費や、営業体制の

強化による人件費などが計画どおり増加したため営業損失26,408千円となりました。また、支払利息や株式交付費

用の計上により経常損失が28,811千円、システムの不具合から生じた各種調査費用の情報セキュリティ対策費が発

生したことや法人税等の計上により四半期純損失が36,915千円となりました。

なお、当社は教育事業者等向けSaaS型業務管理プラットフォーム事業の単一セグメントであるため、セグメント

別の記載は省略しております。
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(3) 会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

新規上場申請のための有価証券報告書（Ⅰの部）に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況の分析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありませ

ん。

(4) 経営方針・経営戦略等

当第３四半期累計期間において、当社が定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありません。

(5) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第３四半期累計期間において、当社が優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更はあり

ません。

(6) 研究開発活動

当第３四半期累計期間における研究開発活動の金額は5,212千円であります。

なお、当第３四半期累計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

(7) 主要な設備の新設・除却

該当事項はありません。

(8) 経営成績に重要な影響を与える要因

当第３四半期累計期間において、当社の経営成績に重要な影響を与える要因に重要な変更はありません。

(9) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

当第３四半期累計期間において、資本の財源及び資金の流動性についての分析に重要な変更はありません。

なお、当第３四半期会計期間末の有利子負債は、167,120千円となりました。

有利子負債から現金及び預金を控除したネット有利子負債は、△319,002千円となりました。これは主に、2021

年11月～2022年2月の第三者割当増資等による新株式の発行により322,239千円調達したことによるものでありま

す。

３【経営上の重要な契約等】

当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 13,500,000

計 13,500,000

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（2022年７月31日）

提出日現在発行数（株）
（2022年10月11日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 3,580,053 3,580,053 非上場

完全議決権株式であ

り、株主としての権

利内容に何ら限定の

ない当社における標

準となる株式であり

ます。なお、単元株

式数は100株であり

ます。

計 3,580,053 3,580,053 － －

②【発行済株式】

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。
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年月日
発行済株式総

数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額

（千円）

資本準備金
残高（千円）

2022年７月21日
（注）１

普通株式
693,351

Ａ種優先株式
△89,000

Ｂ種優先株式
△130,000

Ｃ種優先株式
△279,920

Ｄ種優先株式
△118,431

Ｅ種優先株式
△36,000

Ｆ種優先株式
△40,000

普通株式
1,193,351

－ 171,119 － 411,119

2022年７月30日
（注）２

普通株式
2,386,702

普通株式
3,580,053

－ 171,119 － 411,119

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

（注）１．2022年７月21日付で、Ａ種優先株主、Ｂ種優先株主、Ｃ種優先株主、Ｄ種優先株主、Ｅ種優先株主及びＦ種

優先株主の株式取得請求権の行使を受けたことにより、全ての優先株式を自己株式として取得し、当該優先

株式１株につき普通株式１株を交付しております。また、当社が取得したＡ種優先株式、Ｂ種優先株式、Ｃ

種優先株式、Ｄ種優先株式、Ｅ種優先株式及びＦ種優先株式ついて、2022年７月21日開催の取締役会決議に

より、2022年７月21日付で会社法第178条に基づきすべて消却しております。

２．2022年７月29日開催の取締役会決議により、2022年７月30日付で普通株式１株につき３株の株式分割を行

い、発行済株式総数は2,386,702株増加し、3,580,053株となっております。

（５）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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2022年７月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他）
普通株式

3,579,900
35,799

完全議決権株式であり、

株主としての権利内容に

何ら限定のない当社にお

ける標準となる株式であ

ります。なお、単元株式

数は100株であります。

単元未満株式
普通株式

153
－ －

発行済株式総数 3,580,053 － －

総株主の議決権 － 35,799 －

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

②【自己株式等】

該当事項はありません。

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、株式会社東京証券取引所の「有価証券上場規程」第216条第６項の規定に基づき、金融商品取引法第193条

の２第１項の規定に準じて、第３四半期会計期間（2022年５月１日から2022年７月31日まで）及び第３四半期累計期

間（2021年11月１日から2022年７月31日まで）に係る四半期財務諸表について、PwC京都監査法人による四半期レビ

ューを受けております。

３．四半期連結財務諸表について

当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。

４．最初に提出する四半期報告書の記載上の特例

当新規上場申請のための四半期報告書は、「企業内容等開示ガイドライン24の４の７－６」の規定に準じて前年同

四半期との対比は行っておりません。
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（単位：千円）

前事業年度
（2021年10月31日）

当第３四半期会計期間
（2022年７月31日）

資産の部

流動資産

現金及び預金 213,644 486,122

売掛金 53,718 71,231

前払費用 24,580 27,688

その他 7,472 2,025

流動資産合計 299,415 587,067

固定資産

有形固定資産 15,590 14,850

無形固定資産 172 43

投資その他の資産 31,536 34,326

固定資産合計 47,299 49,220

資産合計 346,715 636,288

負債の部

流動負債

1年内返済予定の長期借入金 13,038 12,768

未払金 27,230 25,147

未払費用 32,465 34,752

未払法人税等 530 13,462

未払消費税等 18,627 20,955

預り金 12,113 12,593

その他 2,133 481

流動負債合計 106,138 120,159

固定負債

長期借入金 163,928 154,352

繰延税金負債 583 －

固定負債合計 164,511 154,352

負債合計 270,650 274,511

純資産の部

株主資本

資本金 10,000 171,119

資本剰余金

資本準備金 250,000 411,119

資本剰余金合計 250,000 411,119

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 △185,124 △222,039

利益剰余金合計 △185,124 △222,039

株主資本合計 74,875 360,200

新株予約権 1,189 1,576

純資産合計 76,065 361,776

負債純資産合計 346,715 636,288

１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】
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（単位：千円）

当第３四半期累計期間
（自　2021年11月１日

至　2022年７月31日）

売上高 479,877

売上原価 136,797

売上総利益 343,079

販売費及び一般管理費 369,487

営業損失（△） △26,408

営業外収益

受取利息 1

還付加算金 12

営業外収益合計 13

営業外費用

支払利息 1,052

株式交付費 1,364

営業外費用合計 2,417

経常損失（△） △28,811

特別利益

新株予約権戻入益 129

特別利益合計 129

特別損失

情報セキュリティ対策費 ※　720

特別損失合計 720

税引前四半期純損失（△） △29,402

法人税、住民税及び事業税 8,096

法人税等調整額 △583

法人税等合計 7,512

四半期純損失（△） △36,915

（２）【四半期損益計算書】

【第３四半期累計期間】
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を第１四半期会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、

当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。なお、収益認

識会計基準の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っております

が、収益認識会計基準等の適用による四半期財務諸表に与える影響はありません。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を第１四半期会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基

準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基

準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。なお、当該会計基準等の適用

が四半期財務諸表に与える影響は、軽微であります。

（追加情報）

新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、経済活動の縮小及びこれに伴う経済環境の悪化が発生しており

ますが、当社においても新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う営業活動の停滞、顧客側の意思決定の遅滞など

により、営業上見込んでいた案件の見直しや商談の遅滞などの影響がありました。現時点においては新型コロナ

ウイルス感染症による経済活動への影響は不確実性が高く正確に見積もるのは困難であり、感染拡大の収束が遅

れた場合には、当社の将来における財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローに影響を及ぼす可能性がありま

す。

当期の業績については、足元の受注状況あるいはその他関連データを参考にしたうえでその影響を想定してお

りますが、緊急事態宣言解除以後、事業上の制約は徐々に緩和され、社会経済活動は徐々に回復し当事業年度末

までに当社の事業環境も緩やかに回復していくと仮定しております。

（四半期損益計算書関係）

※　情報セキュリティ対策費の内容は、次のとおりであります。

当社が運営する教育事業者等向けSaaS型業務管理プラットフォーム「Comiru」において、システム不具合が

生じたことにより各種調査費用、顧客対応等に必要となる費用等であります。

当第３四半期累計期間
（自　2021年11月１日

至　2022年７月31日）

減価償却費 2,345千円

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計期

間に係る減価償却費は、次のとおりであります。

（株主資本関係）

株主資本の金額の著しい変動

当社は、2021年11月30日付で、株式会社マイナビから第三者割当増資の払込みを受け、資本金及び資本剰余金

がそれぞれ54,000千円増加しております。また、2021年12月20日付で、新株予約権の権利行使があり、資本金及

び資本剰余金がそれぞれ7,119千円増加しております。さらに、2022年２月28日付で、学校法人駿河台学園及び

株式会社こうゆうから第三者割当増資の払込みを受け、資本金及び資本剰余金がそれぞれ100,000千円増加して

おります。これらの結果、当第３四半期会計期間末において資本金が171,119千円、資本準備金が411,119千円と

なっております。

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当第３四半期累計期間（自　2021年11月１日　至　2022年７月31日）

当社の事業セグメントは、教育事業者等向けSaaS型業務管理プラットフォーム事業の単一セグメントである

ため、記載を省略しております。
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当第３四半期累計期間

（自　2021年11月１日

至　2022年７月31日）

収益認識の時期

一時点で移転される財又はサービス 36,856千円

一定期間にわたり移転される財又はサービス 443,020

顧客との契約から生じる収益 479,877

その他の収益 －

外部顧客への売上高 479,877

（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当社は教育事業者等向けSaaS型業務管理プラットフォーム事業の単一セグメントであり、顧客との契約から生

じる収益を認識時期別に分離した情報は、以下のとおりです。

当第３四半期累計期間
（自　2021年11月１日

至　2022年７月31日）

１株当たり四半期純損失（△） △10円51銭

（算定上の基礎）

四半期純損失（△）（千円） △36,915

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る四半期純損失（△）（千円） △36,915

普通株式の期中平均株式数（株） 3,512,301

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり

四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前事業

年度末から重要な変動があったものの概要

第５回新株予約権(新株予

約権の数17,300個)

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純損失（△）及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上場

であるため期中平均株価が把握できませんので、また、１株当たり四半期純損失であるため記載して

おりません。

２．当社は、2022年７月30日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っております。期首に当

該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり四半期純損失を算定しております。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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